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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第７期

中間連結会計期間
第８期

中間連結会計期間
第７期

会計期間
自　2024年７月１日
至　2024年12月31日

自　2025年７月１日
至　2025年12月31日

自　2024年７月１日
至　2025年６月30日

売上収益 (千円) 8,481,535 9,487,861 17,620,881

税引前中間利益又は税引前利益 (千円) 901,217 738,145 1,676,288

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益
(千円) 609,702 487,366 1,117,118

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）包括利益
(千円) 609,333 487,668 1,116,900

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 5,498,397 3,811,292 3,768,894

総資産額 (千円) 15,674,311 14,377,183 12,462,946

基本的１株当たり中間（当期）利益 (円) 61.95 49.25 113.23

希薄化後１株当たり中間（当期）利益 (円) 61.78 － 113.06

親会社所有者帰属持分比率 (％) 35.1 26.5 30.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,378,310 △1,939,378 △1,158,035

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △75,327 △40,967 △151,338

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 3,497,968 2,087,060 147,613

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
(千円) 4,632,552 2,533,174 2,426,460

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

３．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。第７期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり中間（当期）利

益及び希薄化後１株当たり中間（当期）利益を算定しております。

３．第８期の希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、有価証券報告書に記載した事業等のリスク

について重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、世界的なインフレ進行や円安による影響等から、世界的な金利上昇

やインフレーションに加え、アメリカの関税政策による影響や中東情勢などの地政学的リスクにより、景気の先行き

は不透明な状況であるものの、雇用・所得環境が改善する中、各種政策の効果もあり、回復の動きが続いておりま

す。

当社グループの主たる事業である建設業界においても、建設資材の価格高騰が深刻になる中、建設技術者・労働力

不足の問題は継続しているものの、公共建設投資は、国土強靭化政策推進の下、自然災害への防災・減災対策や復

旧・復興対策、老朽化したインフラ対策等により堅調に推移しており、今後も暫くは底堅く推移していくものと見込

まれます。

 

(1）財政状態の状況

当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から1,914百万円増加し、14,377百万円となりました。

これは主に、営業債権及びその他の債権が2,007百万円増加したことによるものです。

当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から1,871百万円増加し、10,565百万円となりました。

これは主に、営業債務及びその他の債務が570百万円減少したものの、運転資金の増加に伴い流動負債の借入金が

2,598百万円増加したことによるものです。

当中間連結会計期間末の資本合計は、前連結会計年度末から42百万円増加し、3,811百万円となりました。これ

は主に、剰余金の配当により445百万円減少したものの、中間利益により利益剰余金が487百万円増加したことによ

るものです。

 

(2）経営成績の状況

当中間連結会計期間の経営成績は、売上収益9,487百万円（前年同期比11.9％増）、売上総利益1,477百万円（前

年同期比7.9％減）、営業利益773百万円（前年同期比14.9％減）、税引前中間利益738百万円（前年同期比18.1％

減）、親会社の所有者に帰属する中間利益487百万円（前年同期比20.1％減）となりました。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から106百

万円増加し、2,533百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,939百万円の支出（前年同期は2,378百万円の

支出）となりました。これは主に、税引前中間利益738百万円などの資金増加要因があったものの、営業債権及

びその他の債権の増加額2,016百万円、営業債務及びその他の債務の減少額568百万円などの資金減少要因があっ

たことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、40百万円の支出（前年同期は75百万円の支出）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出41百万円などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、2,087百万円の収入（前年同期は3,497百万円の

収入）となりました。これは主に、配当金の支払額による支出445百万円、長期借入金の返済による支出91百万

円などの資金減少要因があったものの、運転資金の増加に伴い短期借入金の増加額2,667百万円の資金増加要因

があったことによるものであります。

 

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,894,900 9,894,900
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。完全議

決権株式であり、権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。

計 9,894,900 9,894,900 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス(E40865)

半期報告書

 5/26



（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年７月１日～

2025年12月31日
－

普通株式

9,894,900
－ 172,248 － 891,498

 

 

（５）【大株主の状況】

   2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

エンデバー・ユナイテッド２号投

資事業有限責任組合
東京都千代田区丸の内二丁目５番１号 3,957,900 40.00

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 444,800 4.50

小山　和夫 山形県西置賜郡小国町 307,700 3.11

株式会社きらやか銀行 山形県山形市旅篭町三丁目２番３号 283,000 2.86

株式会社七十七銀行

（常任代理人 株式会社日本カス

トディ銀行）

宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番20号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
283,000 2.86

株式会社東邦銀行

（常任代理人 日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

福島県福島市大町３番25号

（東京都港区赤坂一丁目８番１号）
283,000 2.86

富樫　竜一 東京都新宿区 219,400 2.22

小山　剛 山形県山形市 160,000 1.62

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 152,200 1.54

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 124,000 1.25

計 － 6,215,000 62.81
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,893,500 98,935

権利内容に何らの限定の

ない当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

単元未満株式  1,400 － －

発行済株式総数  9,894,900 － －

総株主の議決権  － 98,935 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下、「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、

「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年12月

31日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、監査法人FRIQによる期中レビューを受けております。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

    （単位：千円）

 注記
前連結会計年度

（2025年６月30日）
 

当中間連結会計期間
（2025年12月31日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  2,426,460  2,533,174

営業債権及びその他の債権  5,372,353  7,379,550

棚卸資産  216,050  192,616

未収法人所得税  164  4

その他の流動資産  786,715  648,469

流動資産合計  8,801,743  10,753,815

非流動資産     

有形固定資産  1,258,081  1,231,891

使用権資産  132,533  126,201

のれん  1,796,750  1,796,750

無形資産  27,376  24,107

持分法で会計処理されている投資  115,637  108,817

その他の金融資産 9 92,101  89,393

繰延税金資産  230,030  239,435

その他の非流動資産  8,690  6,769

非流動資産合計  3,661,202  3,623,367

資産合計  12,462,946  14,377,183

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  3,656,030  3,085,195

借入金  3,747,882  6,346,302

その他の金融負債  71,000  64,782

未払法人所得税  333,462  261,494

その他の流動負債  261,939  208,587

流動負債合計  8,070,314  9,966,362

非流動負債     

借入金  456,348  433,857

その他の金融負債  71,643  70,689

その他の非流動負債  95,745  94,982

非流動負債合計  623,737  599,529

負債合計  8,694,051  10,565,891

資本     

資本金 5 172,248  172,248

資本剰余金 5 2,736,158  2,736,158

利益剰余金  859,240  901,336

その他の資本の構成要素  1,247  1,549

親会社の所有者に帰属する持分合計  3,768,894  3,811,292

資本合計  3,768,894  3,811,292

負債及び資本合計  12,462,946  14,377,183
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    （単位：千円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

売上収益 7 8,481,535  9,487,861

売上原価  6,876,610  8,009,961

売上総利益  1,604,925  1,477,900

販売費及び一般管理費  708,411  719,170

その他の収益  21,928  17,469

その他の費用  8,735  2,263

営業利益  909,707  773,936

金融収益  1,455  2,364

金融費用  12,923  32,234

持分法による投資損益（△は損失）  2,977  △5,920

税引前中間利益  901,217  738,145

法人所得税費用  291,514  250,779

中間利益  609,702  487,366

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  609,702  487,366

非支配持分  －  －

中間利益  609,702  487,366

     

１株当たり中間利益 8    

基本的１株当たり中間利益（円）  61.95  49.25

希薄化後１株当たり中間利益（円）  61.78  －
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【要約中間連結包括利益計算書】

    （単位：千円）

  
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

中間利益  609,702  487,366

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
 △369  301

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 △369  301

     

税引後その他の包括利益  △369  301

中間包括利益  609,333  487,668

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  609,333  487,668

非支配持分  －  －

中間包括利益  609,333  487,668
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間　（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

        （単位：千円）

 
注記

親会社の所有者に帰属する持分

 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式

2024年７月１日残高  50,000  5,095,340  △257,878  －

中間利益      609,702   

その他の包括利益         

中間包括利益合計  －  －  609,702  －

新株の発行 5 122,248  122,248     

自己株式の取得 5       △244,360

所有者との取引額合計  122,248  122,248  －  △244,360

2024年12月31日残高  172,248  5,217,588  351,824  △244,360

 

         

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

合計
 その他の資本の構成要素  

合計

 

 
その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

 合計   

2024年７月１日残高  1,465  1,465  4,888,927  4,888,927

中間利益      609,702  609,702

その他の包括利益  △369  △369  △369  △369

中間包括利益合計  △369  △369  609,333  609,333

新株の発行 5     244,496  244,496

自己株式の取得 5     △244,360  △244,360

所有者との取引額合計  －  －  135  135

2024年12月31日残高  1,096  1,096  5,498,397  5,498,397
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当中間連結会計期間　（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

      （単位：千円）

 
注記

親会社の所有者に帰属する持分

 資本金  資本剰余金  利益剰余金

2025年７月１日残高  172,248  2,736,158  859,240

中間利益      487,366

その他の包括利益       

中間包括利益合計  －  －  487,366

配当金 6     △445,270

所有者との取引額合計  －  －  △445,270

2025年12月31日残高  172,248  2,736,158  901,336

 

       

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

合計
 その他の資本の構成要素  

合計

 

 
その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

 合計   

2025年７月１日残高  1,247  1,247  3,768,894  3,768,894

中間利益      487,366  487,366

その他の包括利益  301  301  301  301

中間包括利益合計  301  301  487,668  487,668

配当金 6     △445,270  △445,270

所有者との取引額合計  －  －  △445,270  △445,270

2025年12月31日残高  1,549  1,549  3,811,292  3,811,292
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円）

 注記
前中間連結会計期間

（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  901,217  738,145

減価償却費及び償却費  144,010  112,830

金融収益及び金融費用  11,467  29,870

持分法による投資損益（△は益）  △2,977  5,920

固定資産売却損益（△は益）  △1,085  △619

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増

加）
 △2,794,121  △2,016,415

棚卸資産の増減額（△は増加）  △27,313  23,433

その他の流動資産の増減額（△は増加）  △573,323  138,425

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少）
 230,095  △568,835

貸倒引当金の増減額（△は減少）  23,342  9,219

その他  △11,438  △51,736

小計  △2,100,127  △1,579,762

利息及び配当金の受取額  3,755  3,264

利息の支払額  △12,591  △30,734

法人所得税の還付額  53,699  164

法人所得税の支払額  △323,046  △332,310

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,378,310  △1,939,378

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △78,041  △41,860

有形固定資産の売却による収入  9,092  2,314

無形資産の取得による支出  △4,845  △447

敷金及び保証金の差入による支出  △2,431  △2,466

敷金及び保証金の回収による収入  466  1,601

その他  432  △108

投資活動によるキャッシュ・フロー  △75,327  △40,967

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  3,700,000  2,667,000

長期借入金の返済による支出  △159,651  △91,071

リース負債の返済による支出  △42,516  △43,597

新株の発行による収入 5 244,496  －

自己株式取得による支出 5 △244,360  －

配当金の支払額 6 －  △445,270

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,497,968  2,087,060

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  1,044,330  106,714

現金及び現金同等物の期首残高  3,588,221  2,426,460

現金及び現金同等物の中間期末残高  4,632,552  2,533,174
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

㈱UNICONホールディングス（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。登記上の本社の

住所は宮城県仙台市であります。

当社の要約中間連結財務諸表は、2025年12月31日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」

という。）並びに当社の関連会社に対する持分により構成されております。

当社グループの事業内容は、建設関連事業及びその他事業であります。

本要約中間連結財務諸表は、2026年２月13日に取締役会により承認されております。

 

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

(2）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（千円単位、単位未満切り捨て）で

表示しております。

 

(3）重要な会計上の見積り及び判断の利用

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の報告額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去

の経験及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営

者の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実

際の結果と異なる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの

見積りの見直しによる影響は、当該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。

経営者が行った要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係

る連結財務諸表と同様であります。
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３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同一であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

 

４．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社グループの事業内容は、インフラメンテナンスを中心とした建設事業であり、区分すべき事業セグメント

が存在しないため、報告セグメントは単一となっております。
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５．資本及びその他の資本項目

(1）授権株式数及び発行済株式数

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりです。

（単位：株）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

授権株式数   

普通株式（注）１． 100,000 39,000,000

A種種類株式（注）２． 1,955 －

授権株式数計 101,955 39,000,000

発行済株式総数   

普通株式   

期首残高 98,648 9,894,900

期中増加 － －

期中減少 － －

中間期末残高 98,648 9,894,900

A種種類株式   

期首残高 － －

期中増加（注）３． 1,955 －

期中減少 － －

中間期末残高 1,955 －

（注）１．当社が発行する普通株式は、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、A種種類株式を発行する旨の定款の一部変更を

行っており、発行可能株式総数を101,955株（普通株式100,000株、A種種類株式1,955株）としてお

ります。これにより授権株式数は1,955株増加しております。

３．当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対して、当社種類

株式を保有する機会を提供することで、当社グループの長期的な企業価値の向上への貢献意欲や士

気を高めること等を目的として、第三者割当による種類株式の発行を実施し、2024年12月20日に払

込を受けました。この結果、前中間連結会計期間において資本金122,248千円、資本剰余金122,248

千円増加しております。

４．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、引き換えにこれらの種類株式の株主に対して普通株

式の交付を行い、同日付で当社が取得したA種種類株式の全てを消却しております。また、2025年

１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日として、種類株式を発行す

る旨の定款の定めを廃止しております。

５．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行うとともに、１単元を100株とする単元株制度を採用しております。

６．2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を

行っており、当該分割の効力発生日である2025年１月31日に発行可能株式総数は38,898,045株増加

し、39,000,000株となっております。
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(2）自己株式

自己株式の増減は、以下のとおりです。

（単位：株）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

普通株式   

期首残高 － －

期中増加（注）１． 1,654 －

期中減少 － －

中間期末残高 1,654 －

A種種類株式   

期首残高 － －

期中増加 － －

期中減少 － －

中間期末残高 － －

（注）１．当社は、2024年12月13日開催の臨時株主総会決議により、当社グループの役員に対する普通株式の

上場前の事前譲渡の一環として、第三者割当による種類株式の発行に係る払込金額の全額が払い込

まれることを条件として特定の株主からの自己株式取得を実施しております。

① 取得対象株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の総数 1,654株（発行済株式総数に対する割合1.68％）

③ 株式の取得価額の総額 244,360,306円

④ 取得期間 2024年12月16日から2024年12月23日まで

⑤ 取得先 エンデバー・ユナイテッド2号投資事業有限責任組合

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月30日付で普通株式を対価とする取得条項に

基づき、A種種類株式の全てを当社が取得し、その対価としてA種種類株式１株につき、普通株式１

株を交付しております。なお、当社が取得したA種種類株式のすべてについて、同日付で消却して

おります。また、2025年１月24日開催の臨時株主総会決議により、2025年１月31日を効力発生日と

してA種種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。
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６．配当金

(1）配当金支払額

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年９月29日

定時株主総会
普通株式 445,270 45.00 2025年６月30日 2025年９月30日

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年１月24日

臨時株主総会
普通株式 2,237,069 23,064.00 2024年12月31日 2025年１月24日

（注）当社は、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

配当額につきましては、当該分割前の金額を記載しております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年２月13日

取締役会
普通株式 148,423 15.00 2025年12月31日 2026年３月19日

 

 

７．売上収益

顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、以下のとおりです。

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

製品及びサービス別   

インフラ整備 6,125,042 6,684,015

災害対応 612,235 213,680

環境保護 667,759 634,297

民間工事 306,174 1,209,437

兼業事業 596,798 605,800

その他 173,525 140,629

合計 8,481,535 9,487,861
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８．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（千円） 609,702 487,366

中間利益調整額（千円） － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用す

る中間利益（千円）
609,702 －

加重平均普通株式数（株） 9,841,200 9,894,900

普通株式増加数   

A種種類株式の転換 27,900 －

希薄化後の加重平均普通株式数（株） 9,869,100 －

基本的１株当たり中間利益（円） 61.95 49.25

希薄化後１株当たり中間利益（円） 61.78 －

（注）１．当中間連結会計期間の希薄化後１株当たり中間利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

２．2025年１月15日開催の取締役会決議により、2025年１月31日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、発行済普通

株式の加重平均普通株式数、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定して

おります。

 

 

９．金融商品の公正価値

(1）金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

金融資産および金融負債の帳簿価額は公正価値と一致または近似しているため、公正価値の開示を省略して

おります。

 

(2）公正価値の測定方法

当要約中間連結財務諸表において使用する主な金融資産・負債の公正価値の算定方法は、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において使用した算定方法と同一であります。
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(3）公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

 

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価

値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

 

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプット

のうち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替

は、各報告期間の期末に発生したものとして認識しております。

 

①　公正価値で測定する金融資産及び金融負債

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の

内訳は、以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2025年６月30日）

（単位：千円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

4,021 － － 4,021

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 44,965 44,965

合計 4,021 － 44,965 48,986

（注）各レベル間の振替はありません。

 

当中間連結会計期間（2025年12月31日）

（単位：千円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金

融資産

4,476 － － 4,476

純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産
－ － 44,019 44,019

合計 4,476 － 44,019 48,495

（注）各レベル間の振替はありません。
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②　レベル３に分類された金融商品

レベル３に分類される金融商品は、主として非上場株式により構成されております。非上場株式の公正価

値は、当社グループの担当部門が、当社で定めた評価方法および手続きに従い、入手可能な直近の情報を基

に評価を実施しております。その評価結果については、適切な役職者によりレビューおよび承認を受けてお

ります。

レベル３に分類された金融商品の調整表は次のとおりであります。

 

 

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間

（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

期首残高 45,914 44,965

利得又は損失   

純損益 － －

その他の包括利益 － －

購入 141 134

売却 △1,080 △1,080

中間期末残高 44,975 44,019

純損益に含まれる期末保有の資産及び負債の

未実現損益
－ －
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10．コミットメント

該当事項はありません。

 

 

11．関連当事者

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

（単位：千円）
 

種類 名称 取引の内容 取引金額 未決済金額

主要株主

エンデバー・ユナイ

テッド2号投資事業有

限責任組合

自己株式の取得 244,360 －

（注）株式の算定金額に関しては、外部評価会社の算定価格を自己株式取得の際の株価としております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

該当事項はありません。

 

 

12．偶発債務

保証債務

当社グループは、連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。各年度

における債務保証残高は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（2025年12月31日）

富岡生コン㈱ 56,497 49,140

合計 56,497 49,140

 

 

13．後発事象

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2026年２月13日開催の取締役会において、第８期（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）の中間配当に関

し、次のとおり決議いたしました。

中間配当金の総額 148,423千円

１株当たり中間配当金 15円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年３月19日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年２月13日

株式会社ＵＮＩＣＯＮホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 監査法人ＦＲＩＱ 

 東京都千代田区 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　稔幸

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　毅

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三村　啓太

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＮＩ

ＣＯＮホールディングスの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2025年７月１日

から2025年12月31日まで)に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計

算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＵＮＩＣＯＮ

ホールディングス及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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